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滋賀労働局職業安定部職業対策課

～人材開発支援助成金を活用してデジタル人材の育成を～

国の助成金を活用した
“デジタル人材”育成に関するセミナー



2021年4月1日

●本日のセミナーは、国の助成金を活用した “デジタル人材”育成

に関する「導入編」として初歩的な内容で構成しています。

●“デジタル人材”育成に活用できる「人材開発支援助成金」の事

業展開等リスキリング支援コース（ＤＸ化）を中心に、ご案内い

たします。

●また、産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）につい

ても簡単にご案内いたします。

●滋賀労働局では、事業主の皆さまに広く助成金を活用いただけ

るよう積極的に支援を行います。

本日のセミナーについて



デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）とは

ビジネス環境の激しい変化に対応し、デジタル技術を活用して、業務の効率化を図ることや、顧客や社会の

ニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、 組織、プロセス、

企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。

●ＤＸ推進には、
全社的な「変革」を目指す取り組みが必要となる

●経営層、全社員が自社のＤＸ推進の方向性を理解したうえで
「変革」に向けた実践を行うことが必要となる

ＤＸ推進には、デジタル人材の育成が急務
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ＤＸ推進の必要性は、待ったなしの状況です！

経済産業省が警鐘を鳴らす「2025年の崖」とは、既存の基幹システムが、技術面の老朽化などによってＤＸ化

への適応が困難となり、企業の競争力を低下させ、経済損失（2025年以降、最大で年間約12兆円）をもたら

す問題のことです。

【ＤＸ推進を放置した場合のリスク】
デジタル技術を活用して市場の変化に対応した新しいビジネスモデル
を構築していくことが困難になり、「デジタル競争の敗者」に！

【対策】
ＤＸを推進しながら既存の老朽化した基幹システムの見直しを行うと
ともに、ＤＸ推進を牽引するデジタル人材を育成していくことが急務
となる。

【提案】
助成金の活用を検討

【人材育成の課題】
育成費用の負担が重荷
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ＤＸ推進の必要性についてのお悩みはありませんか？

例えば・・・

ＤＸ推進の
必要性と効果とは？

ＤＸ推進に向けて
何をしたらよいの？

●各部署間で異なるシステムを利用しているため重複作業や人的ミスが
発生している

●紙ベースの業務や手作業によるデータ入力が主流で長時間労働が慢性
化している

●熟練技術者の「経験と勘」に基づいた属人的な業務管理が慣例化して
いる
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ＤＸ推進の必要性と効果とは

【ＤＸ推進が必要となる背景】

●生産性の向上
業務プロセスの自動化や効率化が進み、生産性が向上。効率的な運営により「人、
物」に係るコストの削減が可能に

●競争力の向上（同業他社との差別化）
コストの削減効果により人員、資金を新たなビジネスモデルの開発等に投資する
ことが可能に

●人手不足の解消(「働き方改革」)
一人当りの労働生産性が向上した結果、残業時間の削減に繋がり有給取得率が向
上。従業員のワークライフバランスが改善される等、「働き方改革」「魅力ある
職場づくり」の成果に伴い人手不足解消の契機に繋げることが可能に

●市場競争の激化
デジタル技術を活用して新たなビジネスモデルを展開する新規参入者によりビジ
ネス環境は大きく変化

【ＤＸ推進により期待される効果】
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「ＤＸの取組状況」 (経年変化 )

（出所 : 独立行政法人情報処理推進機構 (DX動向2024））

●DXに取組んでいる企業（「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略

に基づき、一部の部門でDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でDXに取組んでいる」の合

計）の割合は2021年度の55.8%から73.7%に増加し、着実にDXが企業に浸
透している。
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「今後のＤＸ取組予定」 (経年変化 )

（出所 : 独立行政法人情報処理推進機構 (DX動向2024)）

●DXの取組状況（経年変化）による比較で「取組んでいない」と回答した企
業のうち、「DXに取組む予定はない」、「DXに取組むか、わからない」と
回答した企業は87.3%を占めている。

●2022年度調査から「DXに取組む予定はない」の回答割合は減少しているが、
「DXに取組むか、わからない」は増加している。
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「ＤＸに取組まない理由」 (従業員規模別 )

（出所 : 独立行政法人情報処理推進機構 (DX動向2024)）
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●「今後のＤＸ取組予定」において、「DXに取り組む予定はない」
「DXに取り組むか、わからない」と回答した企業にDXに取り組まな
い理由を尋ねた結果、従業員規模「100人以下」の企業の回答では
「DXに取り組むための知識や情報が不足している」、「自社がDXに
取り組むメリットがわからない」が上位となっており、DXの取組へ
踏み出すための動機付けに課題があると考えられる。

●「101人以上300人以下」「301人以上1,000人以下」の企業の回答
率では「DXの戦略立案や統括を行う人材が不足している」「DXを現
場で推進、実行する人材が不足している」がともに60％を超えてお
り、DXに取り組む人材が不足していることがうかがえる。

ＤＸ人材の育成が課題
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「人材開発支援助成金」 事業展開等リスキリング支援コース（ＤＸ化）とは

令和４年～８年度の期間限定の助成金コース

事業主が雇用する労働者に対してDX化を推進するために必要となる知識および技術を習得させるための訓練
を実施した場合、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成する制度

滋賀県の最低賃金
（ 967円 ) 相当額

【対象】
事業主 : 雇用保険適用事業所の事業主
労働者 : 雇用保険被保険者

【訓練要件】
OFF-JTの訓練時間数が10時間以上であること

【助成額・助成率】
賃金助成額 中小企業 ９６０円
（１人１時間） 大企業 ４８０円

経費助成率 中小企業 ７５％
大企業 ６０％
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「人材開発支援助成金」の対象となるOFF - JT訓練とは

●助成金の対象となるOFF-JT訓練とは、訓練対象労働者の職務に直接関連
する訓練であること

●訓練対象労働者の職務に必要となる知識、技能を「いつまでに」「どの
レベルまで達してほしいか」など計画的な人材育成を支援するため職務
に直接関連する訓練を助成金の対象にしています。

●人材開発支援助成金は、訓練対象労働者の職業能力の開発および向上が
段階的かつ体系的に行われるよう計画的な職業能力開発に取り組む事業
主を支援するため、「職業能力開発推進者」の選任と「事業内職業能力
開発計画」の策定および周知を助成金活用の前提としています。

OFF-JT訓練：企業の事業活動と区別して業務の遂行の過程外で行われる訓練のこと

【原則の考え方】
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ＤＸを推進するデジタル人材の役割は、経営層とともにデジタル技術を
活用してビジネスモデルの「変革」を牽引、実践する役割を果たすこと
が求められるため、必要となる知識、技能は職務に直接関連する訓練に
留まらず、下記のような訓練も助成金の対象となるOFF-JT訓練に該当し
ます。

●職業または職務に間接的に必要となる知識・技能を習得させる内容

●職業または職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となるもの

【ＤＸ化の訓練に関する特例】

デジタル人材に求める知識、技能を幅広く
習得できるよう訓練対象の範囲を拡充

「ＤＸ化」訓練の対象となるOFF - JT訓練とは
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ＤＸ化の訓練コース選択に関する参考事例

Ｑ：過去に人材育成支援コースを活用して実施した訓練と同じ内容の訓練を前回とは別の
労働者に対して新たに受講させる場合、ＤＸ化の訓練コースの対象となりますか？

Ａ：過去に人材開発支援助成金を活用して実施した訓練と同じ内容の訓練であっても、Ｄ
Ｘ化に繋がる訓練についてはＤＸ化の訓練コースの対象となり得る。

Point
訓練内容、訓練目的が訓練対象労働者の職務に直接関連する訓練か、ＤＸ化を推進す
る役割を担うために必要となる訓練、何れに該当するかで助成金のコースを選択して
ください。

製造部門の労働者が職務に直接関連する「生産

工程管理」の訓練を受講

ＤＸ化を推進する役割を担う労務管理部門の労

働者が製造ラインの業務効率化を検討するため

「生産工程管理」の訓練（職業または職務に間

接的に必要となる知識・技能）を受講

ＤＸ化の訓練に該当しない

ＤＸ化の訓練に該当する
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ＤＸ化の訓練コースに関する計画策定のポイント

人材開発支援助成金の「事業展開等実施計画」 (様式第２号)に企業内のＤＸ化の取組内容を下記のような記載の
ポイントを参考にして具体的内容を記載してください。
本訓練コースにおける実施の前提となる部分であるため、可能な限り具体的に記載してください。

⑴ DX化推進に関する取組状況について
(現状分析)

⑵ 現状分析に基づく取組課題(DX化推進
が必要となる具体的内容)について

⑶ DX化を推進する役割を担う訓練受講
者の選定基準について

⑷ DX化を推進する役割を担う人材に必
要となる訓練の目的、訓練内容につい
て

⑸ 訓練終了後、DX化を推進するために
期待される自社での役割、担う業務の
内容について

略
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助成金を活用したＯＦＦ -ＪＴ訓練の事例紹介

①農業ＤＸ

●農業従事者の高齢化や熟練農業者の技術承継が困難。新たな担い手不足から農作業の効率化
による生産性の向上を図るため、ＩoTを活用した農作業の効率化、高品質生産を可能にする
「スマート農業」を実現する目的で「ＤＸ人材育成講座」(民間講座)を受講

●ＡＩ病害虫雑草診断(スマホアプリを利用して病害虫診断や対策を効果的に行い生産性を向上)
●温度管理センサーとＩＴセンサーの活用（施設園芸にデジタル技術を活用。温度管理を行い高
品質化に繋げる）

●水門管理自動化システム（ＩｏＴセンサーを活用した水門管理自動化システムにより省力化と
生産性の向上に繋げる）

●ドローンによる撮影データ、画像の解析（農薬や肥料散布の効率化に繋げる）

ＤＸ化の内容

ＤＸ人材育成の取組

ＤＸ化の効果

●ＩoTを活用して遠隔からハウス内の環境を可視化。ハウス内の環境を維持（温度や水分量
等）するために必要な農作業の省力化により人手不足を補いながら収穫量を安定化、高品質
化させる目途が見込めるようになった。
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助成金を活用したＯＦＦ -ＪＴ訓練の事例紹介

②建設ＤＸ

●建築工事作業員の高齢化や熟練技術者の技術承継が困難なため人手不足が深刻化。2024年問
題に係る長時間労働の軽減、業務の効率化、生産性の向上が課題。現場技術者の書類作成業
務をバックオフィスから遠隔支援するために「建設ディレクター養成講座」(民間講座)を受
講

●施工管理に伴う紙ベースの書類作成からタブレット管理を標準化し作業効率の向上、時間外
労働の削減に繋げる

●施工管理をデジタル化。 3次元モデルを使用したデータ活用、情報共有により業務の効率化
を図る

●ＩＣＴにより現場の作業状況を分析し、工事全体の生産性向上を目指す

ＤＸ化の内容

ＤＸ人材育成の取組

ＤＸ化の効果

●長時間労働の要因である現場事務所での書類作成業務を本社から遠隔支援を行い業務を分担
化。長時間労働の軽減に伴い技術承継の円滑化、働き方改革に繋げた。
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助成金を活用したＯＦＦ -ＪＴ訓練の事例紹介

③製造業ＤＸ

●金属製品加工の熟練技術者による長年の「経験と勘」に基づく需要予測が慣例化。データを
活用した商品需要に基づいた生産管理システムの構築が課題。生成ＡＩによる需要予測を活
用するため「ＡＩ活用セミナー」(民間講座)を受講

●工場ＩoTを活用して製造プロセスの「可視化」により生産性の向上と品質管理強化に繋げる
●生産ラインの自動化とリアルタイムデータの活用により生産性の向上を目指す
●ＡＩを活用した予知保全システムを導入。設備の故障予測とメンテナンスコストの削減に繋
げる

●ＩoTやＡＩを活用したデジタルプロモーションにより製品の認知度向上と市場シェアの拡大
を目指す

ＤＸ化の内容

ＤＸ人材育成の取組

ＤＸ化の効果

●ＡＩによる需要予測を活用した生産管理体制の構築、生産プロセスの可視化に取り組みこと
で業務の効率化、生産性の向上、在庫ロスの削減に繋げた。
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助成金を活用したＯＦＦ -ＪＴ訓練の事例紹介

④医療・福祉 「介護ＤＸ」

●高齢化に伴う介護ニーズの増加に対して人手不足が慢性化。紙ベースによる介護記録の管理
等、アナログな定型業務のＤＸ化が進んでいないため長時間労働の削減が課題。デジタル技
術を活用して定型業務に係るアナログ的な管理を見直し業務の効率化を図るため「ＲＰＡ活
用による定型業務の自動化講座」（民間講座）を受講

●介護記録や外入浴介助の予定表作成をデジタル化。書類作成時間の短縮によるコスト削減に
繋げる

●人手不足が深刻化。長時間労働の慢性化により熟練介護者の技術承継が課題。動画配信によ
る教育システムを導入することで業務スキルの標準化、隙間時間を活用することによる教育
訓練の負担軽減に繋げる

●訪問ヘルパーの予約管理システムを導入。利用者データの管理、分析に基づくケアを行うこ
とで顧客満足度の向上と業務の効率化に繋げる

ＤＸ化の内容

ＤＸ人材育成の取組

ＤＸ化の効果

●介護記録をデジタル化することで記録作成や情報共有に係る業務の効率化により介護職員の
定型業務に関する負担が軽減され長時間労働の軽減に伴い利用者ケアの向上に繋げた。
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公的な教育訓練機関のご案内

【お問い合わせ先】
ポリテクセンター滋賀
生産性向上人材育成支援センター 生産性センター業務課 TEL : 077-537-1176

【受講料】（税込み）

２,２００円／人
３,３００円／人

(訓練内容・訓練時間による)

【訓練時間数】
６時間あるいは
１２時間

(訓練内容による)
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民間の教育訓練機関のご案内

【訓練内容】
訓練コース 「AI技術の応用」
訓練時間 30時間

（7.5時間✕4日間)
訓練経費 25万円／1人

(税込み)

【助成額】（中小企業）
経費助成 25万円×75％

＝187,500円
賃金助成 960円×30時間

＝28,800円
助成金合計＝216,300円

「マナビDX（デラックス）」は、デジタルに関する知識・スキルを身につける
ことができるポータルサイトです。これまでデジタルスキルを学ぶ機会が無
かった方から、さらに実践的なデジタル知識・スキルを身につけたい方まで、
誰でも、デジタルスキルを学ぶことのできる講座を紹介しています。

マナビＤＸ 検索

マナビＤＸに掲載されて
いる講座を助成金を活用
して受講した場合の事例
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（参考資料）「ＤＸ推進指標」を活用してみませんか？

自社のＤＸ推進に経済産業省の「DX推進指標」を活用してみませんか？

DX推進指標は、DXに関する35問からなる自己診断と、他社比較ができる 「ベンチマーク」を活用
し、デジタル時代の競争力ある企業を目指すため経産省が無料で提供する事業主支援ツールです。
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助成金活用の相談支援窓口

● DX推進に必要となるデジタル人材の育成には、助成金を積極的にご活
用ください！

●是非、お気軽に電話、若しくは窓口にてご相談ください。
窓口相談(8:30～17:15）は、予約不要ですが待ち時間を短縮するため
事前に予約いただくことをお勧めいたします。

滋賀労働局職業安定部職業対策課 助成金コーナー
〒520-0806 滋賀県大津市打出浜14番15号 滋賀労働総合庁舎5階

TEL：077-526-8686

ご清聴ありがとうございました。
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参考資料

【 経済産業省 】

「ＤＸレポート」 （平成30年9月７日）

「ＤＸ支援ガイダンス」（令和６年３月２７日）

「デジタルガバナンス・コード」実践の手引き2.1（令和４年４月）

「ＤＸセレクション2024」選定企業レポート

【 独立行政法人 情報処理推進機構 】

「ＤＸ ＳＱＵＡＲＥ」

「ＤＸ動向２０２４」

「中小規模の製造業のためのＤＸ推進のためのガイド」

「ＤＸ実践手引書ＩＴシステム構築編」
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【農林水産省】

「農業ＤＸの取組事例」

【国土交通省】

「ＤＸに向けた取組」（令和５年２月１６日）

【厚生労働省】

「介護テクノロジー導入・定着支援事業」

「令和３年度ICT導入支援事業効果報告」 (令和3年度)


